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歳 　 出  
５ ２兆８,９００ 億円  

2 

固定資産税制度のあらまし  

　 市町 村 が 仕 事 を 行 う ため の お 金 の収 支 を財 政 と い い 、 収 入 を歳 入 、 支 出 を 歳 
出 と 呼 び ま す 。 
　 歳 入 に は 、 わ た く し た ち が 市町 村 に 納 め る 市町村 税 の ほ か 、 国 や 都道府 県 か ら 
市町 村 の 行 う 仕 事 に 対 し て 出 さ れ る 国 ･県支出 金 、 ど の 市町 村 も 一 定 の 水 準 の 仕 
事 が で き る よ う 国 税 の 一 部 が 配 分 さ れ る 地方交付 税 、 借入 金で あ る 地方 債 な ど 
が あ り ま す 。 

※  １ 　 こ の 表 は 、 平 成 ２ ３ 年 度 の 全国市町村決算総 額 です 。 
　 ２ 　 

　 ３  端数処理の関係で、内訳と合計とが一致しない場合があります。 

東京 都 が 徴 収 し た市町村税相当分 及 び 支 出 し た金 額 は 含 ま れ て い ま せん。 

歳入歳出の状況 （単位：億円） 

1 市町村の財 政 と 固定資産税  

歳 入  
５ ４兆７,７６３ 億円  

地方交付税  
９０,５４６ 
（ １７％） 

農林水産業費  
１１,７４２（２％） 

商工 費 ２０,４９６（４％） 
消防 費 １６,９７３（３％） 

その他１３,５３６（３％） 

国・県支出金  
１１５,２６０ 
（２１％） 

地方譲与税  
４,６６３（１％） 

地方消費税交付金  
１２,６５０（２％） 

使用 料 、 手数料  
１３,５８８（２％） 
分担 金 、 負担金 
６,３００（１％） 

そ の 他  
７２,６０８ 
（１３％） 

そ の 他 の 
諸税  

固定資  
産税  

市町村  
民税  

総務費  
６５,４４２ 
（ １ ２ ％ ） 

教育費  
５２,６３８ 
（ １ ０ ％ ） 

公債費  
６１,９３６ 
（ １ ２ ％ ） 

衛生費  
４４,５３０ 
（ ８ ％ ） 

土木費  
６０,４６５ 
（ １ １ ％ ） 

民生費  
１８１,１４２ 
（ ３ ４ ％ ） 

市町村税  
１８４,３６０ 

（ ３ ４ ％ ） 

地方債  
４７,７８８ 
（ ９％） 

固定資産税のしおり本文  13.2.27  17:38  ページ2



3 

　 固定資産 税 は 市町村 税 の 約 ４ ４ % を 占 め 、 市町村民 税 と と も に 、 福 祉 、 救 急 、 ゴ 
ミ 収集等基礎 的 な行 政 サ ー ビ ス を提 供 す る 市町 村 の財 政 を 支 え る 基幹 税 目 と し 
て 、 重 要 な役 割 を 果 た し て い ま す 。 

■ 　 市町村税収入の税目別の割合  
(単位:億円) 

■ 　 固定資産税の収入状況  
　　 (単位:億円) 　 

平 成 ２ ３ 年度  
２ ０兆３,７７４ 億円  

平 成 ２ ３ 年度  
８兆８,６９２ 億円  

都市計画税 
１２,６７５（６％） 

市町 村 た ば こ 税  
８,９９５（４％） 

市町村民税 
８６,９８３ 
（４３％） 

固定資産税  
８８,６９２ 
（４４％） 

土地  
３４,３６５ 
（３９％） 

家屋  
３８,６８２ 
（４４％） 

償却資産  
１５,６４５ 
（１８％） 

その他 
６,４２９（３％） 

※１ 東京都が東京都２３区にかわって徴収した市町村税収入も含まれています。 
　２ 固定資産税には市町村交付金は含まれていません。 
　３ 端数処理の関係で、内訳と合計とが一致しない場合があります。 
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4 

2   固定資産 税 と は   

　 固定資産 税 は 、 毎 年 １ 月 １ 日 （ 「 賦課 期 日 」 と い い ま す 。 ） に 、 土 地 、 家 屋 、 償却 資 
産 （こ れ ら を総 称 し て 「 固定資 産 」 と い い ま す 。 ） を所 有 し て い る 人 が そ の 固定 資 
産 の 価 格 を 基に算定された税額をその固定資産の所在する市町村（東京都の 
特別 区 の場 合 は 都 ） に 納 め る 税金 です 。   

（1 ）  固定資産 税 を納 め る 人 （ 納税義務 者 ）   
　 固定資産 税 を納 め る 人 は 、 原 則 と し て 固定資 産 の所有 者 です 。 具体 的 に は 、 
次 の と お り です 。   

　 な お 、 償却資 産 の う ち 、 所有権移転 外 フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に よ る も の に 
つい て は 、 原 則 と し て 所有 者 で あ る リ ー ス 会 社 が 納税義務 者 と な り ま す 。 

登記簿 又 は 土地補充課税台 帳 に 所有 者 と し て   
登記 又 は 登 録 さ れ て い る 人  

登記簿 又 は 家屋補充課税台 帳 に 所有 者 と し て   
登記 又 は 登 録 さ れ て い る 人  

償却資産課税台 帳 に 所有 者 と し て   
登 録 さ れ て い る 人  

土 　　 地  

家 　　 屋  

償却資産  

　ただし、所有者として登記（登録）されている人が賦課期日前に死亡してい
る場合等には、賦課期日現在で、その土地、家屋を現に所有している人（相続
人等）が納税義務者となります。  
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（2）  税額算定 の あ ら ま し   

　 固定資産 税 は 、 次 の よ う な 手 順 で 税 額 が 決 
定 さ れ 、 納税 者 に 通 知 さ れ ま す 。   

1 

2 

3 

固定資 産 を評 価 し 、 その価 格 を決 定 し 、 その価 格 を 基に、   
課税標準 額 を算 定 し ま す 。   

課税標準額   　  税 率  =  税額   　 と な り ま す 。   

税額 等 を記 載 し た 納税通知 書 を納税者 に送付します。   

※ 　 く わ し く は ６ ぺ 一 ジ を参 照 し て く だ さ い 。   

※ 　 く わ し く は ８ ぺ 一 ジ を参 照 し て く だ さ い 。   

※ 　 く わ し く は ９ ぺ 一 ジ を参 照 し て く だ さ い 。   

×   

納税通知書
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固定資 産 を 評 価 し 、 そ の価格 等 を 決 定 し ま す 。   

　 固定資 産 の評 価 は 、 総務大 臣 が 定 め た固定資産評価基 準 に 基 づ い て 行 わ れ 、 市町村 長 が 
そ の 価 格 を決 定 し 、 こ の 価 格 を 基 に 課税標準 額 を算 定 し ま す 。このようにして決定された 
価 格 や 課税標準 額 は 、 固定資産課税台 帳 に 登 録 さ れ ま す 。   

　 償却資 産 の所有 者 に は 、 毎 年 １ 月 １ 日 現 在 の償却資 産 の状 況 
を１ 月 ３ １ 日 ま で に 申 告 し て い た だ き ま す 。 こ れ に 基 づ き 、 毎年 評 
価 し 、 そ の 価格 を決 定 し ま す 。   

1 

価格の据置措置  

償却資産の    
申 告 制 度    

土地価格等縦覧帳簿  
及 び 家屋価格等縦覧  
帳簿の縦覧  

　 土 地 の価 格 は 、 上 記 の よ う に 、 基準年 度 の価 格 を ３ 年間 据 
え 置 く こ と が 原 則 で す が 、 平 成 ２５ ２６ 年 度 、 平 成 年 度 に お い 
て 地 価 の 下 落 が あ り 、 価 格 を 据 え 置 く こ と が 適 当 で は な い 
と き は 、 価 格 の修 正 を 行 い ま す 。   

平 成 ２５ ２６ 年度、 平 成 年 度 の 価格 の修正  

　固定資産税の土地と家屋の評価額は３年に一度評価替えが
行われます。 
　土地と家屋については、原則として、基準年度（３年ごと）に評
価替えを行い、賦課期日（１月１日）現在の価格を固定資産課税
台帳に登録します。第二年度及び第三年度は、新たな評価を行
わないで、基準年度の価格をそのまま据え置きます。（平成２５
年度は第二年度です。） 
　ただし、第二年度又は第三年度において①新たに固定資産税
の課税対象となった土地又は家屋、②土地の地目の変換、家屋
の増改築などによって基準年度の価格によることが適当でない
土地又は家屋については、新たに評価を行い、価格を決定します。 

　固定資産課税台帳に登録されている価格等の事項は、固定資
産税の課税の基礎となるため、通常４月１日から最初の納期限の
日までの間、固定資産課税台帳を基に作成される土地価格等縦
覧帳簿（所在、地番、地目、地積、価格が記載）、家屋価格等縦覧
帳簿（所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格が記載）により、
土地又は家屋の納税者の方に当該市町村内（政令指定都市等は
区）の全ての土地又は家屋の価格をご覧いただけるようになっ
ています。（市町村によって縦覧場所・縦覧期間が異なりますので、
市町村の公報等を参考にしてください。）  

Q 
A 
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７ 

固定資産の評価 替 え と は 

固定資産 税 は 、 固定資 産 の価 格 、 す な わち 「 適 正 な 時 価 」 を課税 標 
準 と し て 課 税 さ れ る も の です 。 したがって、 本 来で あ れ ば 毎年度評価 
替 え を 行 い 、その結果を基に課税を行うことが理想的といえますが、 

膨 大 な 量 の土 地 、 家 屋 に つ い て 毎年度評 価 を見 直 す こ と は 、 実務 的 に は 事実上 不 
可 能で あ る こ と や 、 課税事 務 の簡素 化 を 図 り 徴 税 コ ス ト を最 小 に 抑 え る 必 要 も あ 
る こ と 等 か ら 、 土 地 と 家 屋 に つ い て は 原 則 と し て ３ 年間価格を据え置く制度、換言 
すれば、３年毎に価格を見直す制度がとられています。 
こ の 意 味 か ら 、 評価 替 え は 、 こ の 間 に お け る 資産価 格 の変 動 に 対 応 し 、適正な 
均衡のとれた価格に見直す作業であるといえます。 
なお 、 土 地 の価 格 に つ い て は 、 平 成２５ 成２６ 年 度 、 平 年 度 に お い て 地 価 の 下 落 

が あ り 、 価 格 を 据 え 置 く こ と が 適 当で な い と き は 、 簡 易 な方 法 に よ り 、 価格 を修 正 
す る こ と と な っ て い ま す 。 

固定資 産 の評価 替 え と は 何 で す か 。 

  
Q 
A 
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納税  者   市 町  村   

8 

課税標準 額 × 税 率=  税 額 と な り ま す 。   

　 原 則 と し て 、 固定資産課税台 帳 に 登 録 さ れ た価 格 が 課税標 準 
額と な り ま す 。 し か し 、 住宅用 地 の よ う に 課 税標 準 の 特 例 措 置 
が 適 用 さ れ る 場 合 や 、 土 地 に つ い て 税負 担 の 調整措 置 が 適 用 
さ れ る 場 合 は 、 課税標準 額 は 価 格 よ り も 低 く 算 定 さ れ ま す 。   

　 市町 村 の区域 内 （※ ） に 同一 人 が 所 有 す る 土 地 、 家 屋 、 償却資 産 
の そ れ ぞ れの課税標準 額 が 次 の金 額 に 満 た な い場 合 に は 、 固 
定資産 税 は 課 税 さ れ ま せん。   

　 固定資産 税 の税 率 は 、市町 村 の条 例 で 定 め る こ と と さ れ て 
い ま す 。   

2 

課税標準額    

免 税 点    

税 　　　 　  率  

※ 　 住宅用 地 の課税標 準 の特 例 に つ い て は １ ６ ぺ 一 ジ 以降 を、土 地 の   
　 税 負 担 の 調整措 置 に つ い て は １ ８ ぺ 一 ジ 以降 を参 照 し て く だ さ い 。   

（※ ） 　 東京都特別 区 や政令指定都 
市にあっては、各特別区や行政 
区ごとに免税点を適用します。 

  

土 　　 地  

家 　　 屋  

償却資産  

３ ０ 万円  

２ ０ 万円  

１ ５ ０ 万円  

　 市町 村 が 税 率 を 定 め る 場 合 に 、 通 常 よ る べ き も の と さ れ て い る 税 

率 （ 標準税 率 ） は 、 １.４ ％ です 。 し か し 、 市町 村 で 財政上 そ の 他 の 必 

要 が あ る と き は 、 標準税 率 と は 異 な る 税 率 を 定 め る こ と が で き ま す 。   
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税額 等 を 記 載 し た 納税通知 書 を 納税 者に送付します。   

　 固定資産 税 は 、納税通知 書 に よ っ て 市町 村 か ら 納税 者 に 対 
し 税 額 が 通 知 さ れ 、 市町 村 の条 例 で 定 め ら れ た納期（通 常 は 
年４ 回 ） に 分け て 納 税 す る こ と と な り ま す 。   

　 納税通知 書 に は 、課税標準額、税率、税額、納期、各納 期 
に お け る 納付額、納 付 の場 所 の ほ か 、納期 限 ま で に 税 金 を 納 
付 し な か っ た場 合 の措 置 や 納税通知 書 の内 容 に 不 服 が あ る 場 
合の 救 済 の 方法 等 が 記 載 さ れ て い ま す 。   

3 

納税 の し く み   

納 税 通 知 書    

① 　 税 額 の通知  
　　 （ 納税通知 書 ）   

② 　 納税通知 書 に   
　 記 載 さ れ た各納  
　 期 ご と に 納税  

納税  者 納 税  者   市 町  村 市 町  村     村 町 市   者 税 納 

通常年4回に分けて納税 
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10

年の中 途 で 土 地の売 買 が あ っ た 場合 は   

　 平 成 ２ ５ 年 度 の 固定資 産 
税 は 、 あ な たに 課 税 さ れ ま す 。   
地方税 法 の規 定 に よ り 、 土 

地 に つ い て は 賦課 期 日 （ 毎 年 １ 月 １ 日 ） 
現 在 、 登記 簿 に 所有 者 と し て 登 記 さ れ 
て い る 人 に 対 し 当該年度 分 の固定 資 
産 税 を課 税 す る こ と に な っ て い る か ら 
です 。   

A 　 私 は 、 平 成 ２４年 １ １ 月 に 自 
己所有 地 の売 買 契 約 を 締 
結 し 、 平 成 ２ ５ 年 ３ 月 に は 買 

主 へ の所有権移転登 記 を 済 ま せ ま し た 。 
平 成 ２ ５ 年 度 の 固定資産 税 は 誰 に 課 税 
され ま す か 。   

  

Q 

年の始めに家屋を取り壊した場合は 

A 

  

Q 　平成２５年１月２０日に取り壊した家屋についても、平成２５年度の固定資産税の課税対象となっています。なぜでしょうか。 

　固定資産税は、毎年１月１日（賦課期日）現在に所在している固定資
産を課税対象とし、その年の４月から始まる年度分について課税されま
す。 

　したがって、平成２５年１月２０日に取り壊された家屋も１月１日には存在していた
ことから、平成２５年度の固定資産税の課税対象となるものです。 

A 
Q 
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11

固定資産 税（土地）が急に高くなったのですが   

  
　 土 地 の 上 に 一定要 件 を 満 た す 住 宅 が あ る と 「 住宅用 地 に 対 す る 課 
税標 準 の特 例 」 が 適 用 さ れ 減 額 さ れ ま す 。 し か し 、 住 宅 の滅 失 や そ の 
住 宅 と し ての用 途 を変 更 す る と 本特 例 の適 用 か ら 外 れ る こ と に な る 
た め です 。   

  

　 私 は 、 昨 年 （ 平 成 ２４年 １ ０ 月 ） に 住 宅 を 壊 し ま し た が 、 土 地 に つ い て は 、 
今 年 （ 平 成 ２ ５ 年度 分 ） か ら 税 額 が 急 に 高 くなっ て い ま す 。 な ぜ で し ょ う か 。   

  

  

A 
Q 

  

  

住宅用 地 に 対 す る 課税標 準 の特 例 の 仕組み に つ い て は   
１ ６ ペ ー ジを ご 覧 く だ さ い。 　　　　　　　　　　　　   ）   （ 
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課税のしくみ  

（1 ）  評価 の し く み 

■ 　 地 　 目 
　 地 目 は 、 宅 地 、 田 及 び 畑 （ 併 せ て 農 地 と い い ま す 。 ） 、 鉱泉 地 、 池 沼 、 山 林 、 

牧 場、 原野 並びに 雑種 地 を い い ま す 。 固定資産 税 の評価 上 の 地 目 は 、 登記簿 

上の 地 目 に か か わり な く 、 そ の 年 の １ 月 １ 日 （ 賦課 期 日 ） の現況の 地 目 に よ り 

ます。 

■ 　 

1 土 地 に 対 する 課税  

　固定資産評価基準によって、売買実例価額を基に算定した正常売買

価格を基礎として、地目別に定められた評価方法により評価します。 

地目 別 の評価方法  

ア 　 宅地（市街地宅地評価法の場合）の評価方法  

商業 地 や 住宅 地 な ど 利用状 況 
に 応 じ て 区 分 し 、 そ れ を街 路 の 
状 況 や 公共施設 等 か ら の距 離 
な ど を考 慮 し て 更 に 区分   

主 要 な街 路 の 路線 価 の付設  

各筆の評価  

そ の 他 の 街 路 の路線 価 の 
付設  

地価公示価 格 、 都道府 県 
地価調査価格 及 び 鑑 定 
評価価 格 の活用  

  

　 一画 地 の宅 地 ご と に 評価 額 を算 出 し ま す 。 一画 地 は 、 原 
則 と し て 、 一 筆 の宅 地 で す が 、 利用状 況 に よ っ て 、 二筆以 上 
の宅 地 を 合 わせ た り 、 一 筆 の一部 分 を も っ て 一画 地 と し ま す 。   

　平成６年度の評価替えから、宅地の
評価は、地価公示価格等の７割を目途
に均衡化・適正化を図っています。  

  

標準宅地（奥行、間口、形状等
が標準的なもの）の選定  

12
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＜標準宅地について＞ 
　標準宅地とは、市町村内の地域ごとに、その主要な街路に接した
標準的な宅地をいいます。 
 
＜路線価について＞ 
　路線価とは、市街地などにおいて街路に付けられた価格のことで
あり、具体的には、その街路に接する標準的な宅地の１m2当たりの価
格をいいます。 
　主要な街路の路線価は、標準宅地についての地価公示価格や鑑定
評価価格等を基にして求められ、その他の街路の路線価は、この主
要な街路の路線価を基にして幅員や公共施設からの距離等に応じて求
められます。 
　宅地の価格（評価額）は、この路線価を基にしてそれぞれの宅地の
状況（奥行、間口、形状など）に応じて求められます。 

そ
の
他
の
街
路
 

主要な街路 

標準宅地 各筆の土地
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イ　宅地（その他の宅地評価法の場合）の評価方法   
　状況の類似する地区ごとに標準宅地を選定し、その適正な時価（地
価公示価格等の７割を目途）に比準して、各筆を評価します。  
 
ウ　農地、山林の評価方法   
　状況の類似する地区ごとに、標準的な田、畑、山林を選定し、その
適正な時価（その算定の基礎となる売買実例価額に宅地見込地とし
ての要素等があればそれに相当する価額を控除した価格）に比準し
て各筆を評価します。  
　ただし、市街化区域農地や宅地等への転用許可を受けた農地等に
ついては、状況が類似する宅地等の評価額を基準として求めた価額
から造成費を控除した価額によって評価します。 
 
エ　牧場、原野、雑種地等の評価方法   
　売買実例価額や付近の土地の評価額に基づく方法等により評価し
ます。  
 
 
※　課税上の面積（地積）は、原則として登記簿に登記されている地積によります。 
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＜ 路線価の公開 例 ＞   

資産評価システム研究センターでは、路線価等の情報をインターネットで 
配信しています。サイト名「全国地価マップ」http://www.chikamap.jp 

※ 　 路線 価 が 付 設 さ れ て い な い地 域 に つ い て は 、路線 価 に 代 え て 標準 的 な宅 地 の   
　 １ m 2 当 たり 価 格 が 公開 さ れ て い ま す 。   

用途地区区分  

A：高度商業地区  
B：普通商業地区  
C：併用住宅地区  
D：普通住宅地区  

１, ０ ０ ０, ０ ０ ０  A 

路線価   用途地区区分  

主 要 な街路  
その他の街路   

標準宅地  

Ｎ  

神社  

交番  

公園  

デパート  

銀行  

59
0,0
00
B 

19
0,0
00
D 

16
0,0
00
D 

17
0,0
00
D 

15
0,0
00
D 

66
0,0
00
B 

210
,00
0C
 

210
,00
0C
 

19
0,0
00
C 

1,3
00
,00
0A
 

23
0,0
00
B 

26
0,0
00
B 

600,000B 

700,000B 

380,000B 

300,000B 

290,000B 

280,000B 

590,000B 

590,000B 

1,3
70
,00
0A
 

： 位 単 （   近 付 目 丁 1 △ △ 市 ◯ ◯   □ - □ 号 番 図 地 円 ／ m 2 ）  

■ 　 路線価等の公 開 
　 納税 者 の方 々  に 土 地 の評 価 に 対 す る 理 解 と 認 識 を深 め て い た だ く た め に 、 
評価 額 の基 礎 と な る 路線 価 が 全 て 公 開 さ れ て い ま す 。 
　 ま た 、 標準宅 地 の所 在 に つ い て も 公 開 さ れ て い ま す 。 
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（2 ）  住宅用 地 に 対 す る 課税標準の特例   

　 住 宅 用 地 は 、 そ の 税 負 担 を 特に 軽 減 す る 必 要 か ら 、 そ の 面 積 の 広 さ に よ っ て 、 
小規模住宅用 地 と 一般住宅用地に分けて特例措置が適用されます。 

  
  
　 　 ２ ０ ０ m 2 以 下 の住宅用 地 （ ２ ０ ０ m 2 を 超 え る 場 合 は 住宅1 戸 あ た り ２ ０ ０ m 2 ま 
　 で の 部 分 ） を小規模住宅用 地 と い い ま す 。   
　 　 小規模住宅用 地 の課税標準 額 に つ い て は 、 価 格 の ６ 分 の１ の 額 と す 
　 る 特例措 置 が あ り ま す 。   

  
　 　 小規模住宅用地以 外 の住宅用 地 を 一般住宅用地といいます。たとえ 
　 ば 、 ３ ０ ０ m 2 の住宅用地(一戸建住 宅 の敷地 )で あ れ ば 、 ２ ０ ０ m 2 分 が 小規 模住 
　 宅用 地 で 、 残 り の １ ０ ０ m 2 分 が 一般 住宅用 地 と な り ま す 。   
　　 一般住宅用地の課税標準額については、価格の３分の１の額とする 
　 特例措 置 が あ り ま す 。   

  
　 住宅用 地 に は 、 次の 二 つ が あ り ま す 。   

① 　 専用住 宅 （ 専 ら 人 の 居 住 の 用 に 供 す る 家 屋 ） の敷地の 用 に 供 さ れ て 
　 い る 土地…… そ の土 地 の 全 部 （ただし 家 屋 の 床面 積 の １ ０ 倍 ま で ）   

（ただし 家 屋 の 床面 積 の １ ０ 倍 ま で ）   
② 　 併用住 宅 （ 一 部 を 人 の 居 住 の 用 に 供 す る 家 屋 ） の敷地の 用 に 供 さ れ 
　 て い る 土地 … … そ の土 地 の 面 積 に 
　一定の 率（１７ページの表を参照してください。） を 乗 じ て 得 た 面 積 に 相 
当 す る 土地   

　 住 宅 の敷 地 の 用 に 供 さ れ て い る 土 地 と は 、 そ の 住 宅 を維 持 し 、 又 は そ 
の効 用 を 果 た す た め に 使 用 さ れ て い る 一画 地 をい い ま す 。   
　 し た が っ て 、 賦課 期 日 （ １ 月 １ 日 ） に お い て 新 た に 住 宅 の 建 設 が 予 定 さ れ 
て い る 土 地 あ る い は 住 宅 が 建 設 さ れ つつ あ る 土 地 は 、 住 宅 の敷 地 と は さ 
れま せ ん 。   
　 た だ し 、 既 存 の当該家 屋 に 代 え て こ れ ら の 家 屋 が 建築 中で あ り 、 一 定 
の要 件 を 満 た す と 認 め ら れ る 土 地 に つ い て は 、 所有 者 の申 請 に 基 づ き 住 
宅用 地 と し て 取り 扱 う こ と と な り ま す 。   

■ 　 小規模住宅用地  

■ 　 一般住宅用地   

■ 　 住宅用地の範囲  

固定資産税のしおり本文  13.2.27  17:38  ページ16



17

　 　 ま た 、 住 宅 が 災 害 に よ り 滅 失 し た 場 合 で 他 の建 物 、 構築 物 の 用 に 供 さ れ 
　 て い な い土 地 は 、 ２ 年 間 （ 長 期 に わ た る 避 難 の 指示 等 が 行 わ れ た場 合 に は 、 
　 避難等解除 後 ３ 年 間 ） に 限 り 、 住宅用 地 と し て 取り 扱 わ れ ま す 。   
　 　 特例措 置 の対 象 と な る 「 住宅用 地 」 の面 積 は、家屋の敷地の用に供されて 
　 いる土地の面積に次表の住宅用地の率を乗じて求めます。 

イ   

家 　　　 屋 居住部分の割合 住宅用地の率  

専 用 住 宅    

ハ 以  外  の併用住宅    

全 　　　　　 部   １ . ０   

４ 分 の１ 以 上 ２ 分 の １ 未満   ０ . ５   

２ 分 の１ 以上   １ . ０   

４ 分 の１ 以 上 ２ 分 の １ 未満   ０ . ５   

２ 分 の１ 以 上 ４ 分 の３ 未満   ０ . ７ ５   

４ 分 の３ 以上   １.０   

ロ   

ハ  

　 住居戸 数 が ２ 戸 の 長屋 建 の 家 
屋 が あ り ま す 。 そ の敷地面 積 
は ７ ０ ０ m 2 で 、家 屋 の床面 積 は 
２ ２ ０ m 2 です 。 住宅用 地 の取 扱 
い は ど の よ う に な り ま す か 。   

　 事 例 の家 屋 は 、 専用住 宅 
で あ り 、 そ の 床面 積 の １ ０ 倍 
( ２ ２ ０ m 2 × １ ０ ) ま で を限 度 と 

し て 住宅用 地 と さ れ る の で 、 こ の 場 合 は 、 
７ ０ ０ m 2 全 部 が 住宅用 地 と な り ま す 。 ま た 、 
住宅用 地 の面 積 が ２ ０ ０ m 2 を 超 え 、 住 居 
戸 数 が ２ 戸 で すの で 、 ４ ０ ０ m 2 分 ( ２ ０ ０ m 2 

× ２ ) が 小規模住宅用 地 と な り 、 残 り の 
３ ０ ０ m 2 分 ( ７ ０ ０ m 2 ー ４ ０ ０ m 2 ) が一般住宅 
用 地 と な り ま す 。   

解 説  

事 　 例  

地 上 ５ 階以 上 の耐火 建 
築 物で あ る 併用住宅   

一
般
住
宅
用
地
 

小
規
模
住
宅
用
地
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（3 ）  宅地の税負担の調整措 置   

「 負担水 準 」 と は …個々の宅地の課税標準 額 が評価 額 に 対 し て ど の 程 度 ま で   
　　　　　　　　   達 し て い る か を 示 す も の  
　 次 の算 式 に よ っ て 求 め ら れ ま す 。   

負担水準  = 
新評価額 （ × 住宅用地特例率 （ １ /３ 又 は １/ ６ ） ）   

前年度課税標準額  

　平成９年度の評価替え以降、課税の公平の観点から、地域や土地によりば
らつきのある負担水準（評価額に対する前年度課税標準額の割合）を均衡化
させることを重視した税負担の調整措置が講じられ、宅地について負担水準
の高い土地は税負担を引き下げ又は据え置き、負担水準の低い土地はなだ
らかに税負担を上昇させることによって負担水準のばらつきの幅を狭めてい
く仕組みが導入されました。 
　これまで、負担水準の均衡化・適正化に取り組んできた結果、地域ごとの負
担水準の均衡化は相当程度進展していますが、一部には依然としてばらつき
が残っています。 
　こうした点を踏まえ、平成２４年度から平成２６年度までの負担調整措置に
ついては、引き続き平成２３年度までの負担調整措置に基づき負担の均衡化
を進めることを基本方針としつつ、併せて合理性が低下した特例措置の見直
しとして、住宅用地の据置特例が廃止されました。ただし、納税者の負担感に
配慮する観点から、平成２５年度までは負担水準９０％以上の住宅用地を対象
に据置特例が存置されています。 
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商業地等の宅地 小規模住宅用地  

前年度課税標準 額 
+価格 x ５ ％ 
=  A 

↑  
A  が 価格 x ６ ０ ％ を上 回 
る 場 合 は 価格 x ６ ０ ％ 

負担水準（％） 

７ ０ 

１ ０ ０ 

６ ０ 

２ ０ 

０ 

１ ０ ０ 

９ ０ 

２ ０ 

０ 

価格×７０％ 
に引き下げ 

特例 （ １ / ６ ） 

税負担据置  

税負担据置  
↑  

A  が 価格 x ２ ０ ％ を 下 
回 る 場 合 は 価格 x ２ ０ ％ 

A  が 価格 x １ / ６ x ２ ０ ％ を 下 
回 る 場 合 は 価格 x １ / ６ x ２ ０ ％ 

↑  

A  が 価格 x １ / ６ x ９ ０ ％ を 上 
回 る 場 合 は 価格 x １ / ６ x ９ ０ ％ 

↑  

前年度課税標準額+ 　 
　 価格 x １ / ６ x ５ ％ 

　 

　 

　 

負担水準（％） 

 固
定
資
産
税
価
格
 

（
地
価
公
示
価
格
等
×
７
割
）
 

=  A 

（注）住宅用地の据置特例は平成２４年度及び２５年度に限った経過的措置であり、平成２６年度からはなくなります。 
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地 価 が 下 がっ て い る の に 土地の税 額 が 上 が る の は   

A 
Q 　地価が下落しているのに、税額が上がるのはおかしいのではないでしょうか。 

　土地に係る固定資産税は、評価額が急激に上昇した場合であって
も、税負担の上昇はゆるやかなものになるよう、課税標準額を徐々
に是正する負担調整措置が講じられています。 

　地価が下落する中で税負担が上昇する土地は、本来の課税標準額に比べて、
現在の課税標準額が低いため負担調整措置により本来の課税標準額に向けた
是正過程にあるものです。したがって、課税の公平の観点からやむを得ないも
のと考えられます。 
　なお、平成２５年度、平成２６年度については、地価の下落があり、価格を据え置
くことが適当でないときは、据置年度でも価格を修正することとされており、地
価の下落が価格に適切に反映されることとなっています。 
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商業地等の宅地 

土地A、B、Cの評価額 
　　　　　１，０００万円 

土地A、B、Cの評価額 
　　　　　　９００万円 

平成２４年度 平成２５年度 

７ ０ 

１ ０ ０ 

６ ０ ７ ０ 

６ ０ 

０ ０ 

１ ０ ０ 

２ ０ 

７０％に引き下げ 

地価１０％下落 

７０％に引き下げ 

据置き 

据置き 

課税標準額 

課税標準額 

土地Ａ 
　７００万円 

土地Ｂ 
　５５０万円 

土地Ｂ 
　５５０万円 

土地Ａ 
　６３０万円 

土地Ｃ 
　３７０万円 

土地Ｃ 
　４１５万円 

前年度課税標準額 　 
+評価額 x ５ ％ 

↑  
A  が 評価額 x ２ ０ ％ を 下 
回 る 場 合 は、 ２ ０ ％ 

↑  
A  が 価格 x ６ ０ ％ を上 回 
る 場 合 は、 x ６ ０ ％ 

=  A 

土地Ａ　９．８万円　→　８．８万円（▲１．０万円、▲ １０％） 
土地Ｂ　７．７万円　→　７．７万円（ ±   ０ 万円、 　  ０％） 
土地Ｃ　５．２万円　→　５．８万円（ ＋ ０．６万円、 ＋ １２％） 
 

商業地等の負担調整措置による税額の算定例 

税　額（課税標準額×税率１．４％） 
（平成２４年度） （平成２５年度） 

負担水準 
（％） 

負担水準 
（％） 
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負担水準の ば ら つ き の 原因  

　 平 成 ６ 年 度 に 、 評 価 の均 衡 を 図 る た め 、 宅 地 の評価水 準 を全国一 律 
に 地価公 示 価 格 等 の ７ 割 を目 途 と す る 評価 替 え が 行 わ れ ま し た が 、 そ 
れ ま で 評価水 準 が 市町 村 ご と に ば ら ば ら で し た の で 、 各宅 地 の評価 額 

の上昇割 合 に も ば ら つ き が 生 じ る こ と に な り ま し た。   
　 一 方 、 こ の 評価 替 え に よ っ て 税 負 担 が 急 増 し な い よ う に す る た め 、 な だ ら か に 
課税標準 額 を上 昇 さ せ る 負 担調整措 置 が 講 じ ら れ ま し た。   
　 こ の 結 果 、 評価 額 と 課税標準 額 と の 間 に 大 き な 開 き が 生 じ る と と も に 、 各宅 地 
の 間 の評価 額 の上 昇 の 違 い が そ の ま ま 課税標準 額 の上 昇 の 違 い と は な ら ず 、 評 
価 替 え によ る 評価 額 の上 昇 が 大 き か っ た土地 ほ ど 負 担水 準 （ 評価 額 に 対 す る 前 
年度課税標準 額 の割 合 ） が低 い と い う 状 況 が 生 じ ま し た 。 こ れ が い わ ゆ る 「 負 担 
水 準 の ば ら つ き 」 と な っ た わ け です 。   
　 さ ら に 、 平 成 ４ 年以 降 、 全国 的 に 地 価 の 下 落 が 始 ま り 、 地 価 の下 落 が 大 き い土 地 、 
す な わ ち 負 担水 準 の分 母 と な る 評価 額 が 大 き く 下 が っ た土地 ほ ど 負担水 準 が 高 
く な る と い う 傾 向 が 生 じ ま し た が 、 地 価 の下落 幅 は 土 地 ご と 、 地 域 ご と に 異 な っ 
て い ま し た の で 、 負 担水 準 の ば ら つ き が 拡 大 す る 結 果 を も た ら し ま し た 。   
　 こ の よ う に 、 現 在 の負担 水 準 の ば ら つ き は 、 平 成 ６ 年 度 の 評 価 替 え 以 前 の 市 町 
村 ご と の 評価水 準 の ば ら つ き と 、 そ の 後 の 地価 下 落 の程 度 の ば ら つ き に 原 因 が 
あ り ま す が 、 課 税 の公 平 の 観 点 か ら は こ れ を で き る だ け 早 く 解 消 す る 必 要 が あ り 、 
そ の ための措 置 が 平 成 ９ 年 度 か ら 講 じ ら れ て います。   

　 負 担水 準 の ば ら つ き を是 正 す る ための税 負 担 の 調整措 置 が 講 じ ら 
れてい る と の こ と で す が 、 そ も そも な ぜ 土 地 ご と の 負 担水 準 の ば ら つ 
き が 生 じ た の で す か 。   

  

A 

Q 
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A市 　 商業地a 

B町 　 商業地b 

凡例 （ m 2 当 た り ）   

地価公示価格等  

評価額  

課税標準額  

昭 和 ６ ０ 年度   ６ ３   平 成 ３ 年度   ６   ９   １ ２   １ ５   

２ 倍  

昭 和 ６ ０ 年度   ６ ３   平 成 ３ 年度   ６   ９   １ ２   １ ５   

３ 倍  

１ ４ ０, ０ ０ ０ 円  

９ ８, ０ ０ ０ 円  

１ ４ ０, ０ ０ ０ 円  

９ ４, ０ ０ ０ 円  
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①固定資産税 額 は 、 次 の と お り 求 め ら れ ま す 。 

①固定資産税 額 は 、 次 の と お り 求 め ら れ ま す 。 

②ただし、２５年度の価格○の７０％と比べて２４年度の課税標準額が以下の場合の 
　土地については、２５年度の課税標準額は次のとおりとなります。 

②ただし、２５年度の価格に１/６又は１/３を乗じた額（＝本来の課税標準額○）と 
　比べて２４年度の課税標準額が低い土地については、２５年度の課税標準額は 
　次のとおりとなります。（２５ページ参照） 

③なお、上記②（ア）の据置特例は平成２４年度及び２５年度に限った経過的措置 
　であり、平成２６年度からはなくなります。 

※ 　 「 商業地 等 の宅 地 」 と は 、 住宅用地以 外 の宅 地 や 農地以 外 の土 地 の う ち 評 価 が そ の土 地 と 状 
況が 類 似 し て い る 宅 地 の価格に比準して決定される土地（「宅地比準土地」といいます。）のこ 
とをいいます。 

課税標準額 　 × 税率 ＝ 税額  
（ 価 格 × ７ ０ ％ ） 

課税標準額 　 × 　 税率 ＝ 税額  

（ ※ ２ ０ ０ m 2 を 超 え る 住宅用 地 は １ /３となります。） 
（ 価 格 × １/ ６ ※ ） 

（ ア ） ２４年度課税標準 額 が ○ の ６ ０ ％以 上 ７ ０ ％以 下 の場合  

→ ２４年度課税標準 額 と 同 額 に 据 え 置 き ま す 。 

（ イ ） ２４年度課税標準 額 が ○ の ６ ０ ％未 満 の場合  

→ ２４年度課税標準額 　 ＋ ○ × ５ ％  
（ た だ し 、 上記 （ イ ） に よ り 計 算 し た 額 が 、 の ６ ０ ％ を上 回 る 場 合 は の ６ ０ ％ 、 の ２ ０ 
％ を下 回 る 場 合 は ○ の ２ ０ ％ が ２５年 度 の課税標準 額 と な り ま す 。 ） 

（ウ ） ２４年度課税標準額が　の７０％を超える場合は　の７０％ 

（ ア ） ２４年度課税標準 額 が の ９ ０ ％以 上の場合 
→ ２４年度課税標準額と同額に据え置きます。 

（ イ ） ２４年度課税標準 額 が の ９ ０ ％未 満 の場合  

→ 　 ２４年度課税標準額 　 ＋ 　 ○ 　 × 　 ５ ％  
（ た だ し 、 上記 （ イ ） に よ り 計 算 し た 額 が 、 ○ の ９ ０ ％ を上 回 る 場 合 は ○ の ９ ０ ％ 、 の ２ ０ 
％ を下 回 る 場 合 は ○ の ２ ０ ％ が ２５年 度 の課税標準 額 と な り ま す 。 ） 

（4 ）  宅地の税額の求 め 方  

■ 　 商業地等の宅地  

■ 　 住宅用地  

B 

B 

B 
B ○ B 

○ B 

○ B 

○ A ○ A ○ A 
A 

A 

A 

A 

A

B

○ A ○ A 
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前年度の課税標準額  

住宅用地 の イ メ ー ジ   

今年度の課税標準額  
（％ ）   

９ ０   

１ ０ ０   

２ ０   

０   

本来の課税標準 額 

〔据置き〕 

  

５ ％   

今年度の本来の課 税 
標 準 額 を １ ０ ０ ％ と し 
た 場 合 に 、   

前年度の課税標準 額 が   
○の９ ０ ％ ～ １ ０ ０ ％   

↓  
課税標準 額 は 前年 度 と 同額  

前年度の課税標準 額 が   
９ ０ ％ 未満  
↓  

９ ０ ％ に 達 す る ま で 、 の   
５ ％ 分 ず つ 税負 担 を上昇  

  

x ９ ０ ％ を上 回 る 
場 合 は x ９ ０ ％   

  
○ x ２ ０ ％ を下 回 る 
場 合 は x ２ ０ ％   
B 

○ B 

○ B 

○ B 

B 

○ B 

○ B 

○ B 

○の B 

固定資産税のしおり本文  13.2.27  17:38  ページ25



26

（5 ）  農 地 に 対 す る 課税   

　 

■ 　 一般農地   

　 一般農 地 は 、 市街化区域農 地 や 転用許 可 を 受 け た農 地 な ど を 除 い た も の です 。   

　 一般農 

２５年度の課税標準額＝２４年度課税標準額×負担調整率 

地 に つ い て は 、 負 担水 準 の区 分 に 応 じ た な だ ら か な 税 負 担 の 調整 措 
置が 導 入 さ れ て い ま す 。   

１. ０ ２ ５     
１. ０ ５   
１. ０ ７ ５   
１. １ ０   

負担水準    負担調整率   

農 　 地  

一般農地 

（ 評 　 価 ）   （ 課 　 税 ）   

市街化区域  
農地  

一般の市街化  
区域農地  

三大都市圏の   
特定市の市街  
化区域農地  
  

宅地並 み 評価 ・ 宅地並 み 課税  

宅地並 み 評価 ・ 農 地 に 準 じ た課税  

農 地  評  価・  農  地 課 税    

（ 特定市街化区域農 地 ）   

（ 農 地 と 同 様 の 負 担調整   
措 置 ）   

０ .９ ～ 
０. ８ ～ ０ . ９   
０ . ７ ～ ０ . ８   
　   ～ ０ . ７   

　農地は次のように区分され、それぞれ評価及び課税（税負担の調整措置な
ど）について、宅地等とは異なる仕組みが採られています。（評価方法につ
いては、１４ぺ一ジを参照してください。） 
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■ 　 市街化区域農地   

　 市街化区域農 地 は 、 市街化区域 内 の農 地で 、 生産緑地地 区 の指 定 を 受 け た 
も の な ど を 除 い た もの です 。   

　 し た が っ て 、 市街化区域 内 に あ る 農 地 で あ っ て も 、 生産緑地地 区 の指 定 を 受 
け た農 地 で あ れ ば 、 一般農 地 に な り ま す 。   

　 一 般 の市街化区域農 地 は 一般農 地 と 評 価 の 方 法 は 異 な り ま す が 、 課 税 に つ い 
て は 、 原 則 と し て 、 評価 額 に ３ 分 の １ を 乗 じ た 額 が 課税標準 額 と な り 、 税 負 担 の 調 
整措 置 に つ い て は 一般農 地 と 同様 （ ２ ６ ぺ 一 ジ を参照）とされます。  
  

一 般 の市街化区域農地   

　 三大都市 圏 の特定 市 ※ に あ る 市街化区域農 地 （ 特定市街化区域農 地 ） は 、 原 則 
と し て 評価 額 に ３ 分 の １ を 乗 じ た 額 が 課税標準 額 と な り ま す 。   
　 こ の ほ か 、 特定市街化区域農 地 の具体 的 な税 額 の 求 め方 は 、 ２ ８ ぺ 一 ジのとお 
りです。 
  

三大都市 圏 の 特定 市 の 市街化区域農地   

※ 　 「 三大都市 圏 の特定 市 」 と は 、 東京 都 の 特別 区 、 三大都市圏 （ 首都圏 、 近畿 圏 、 中部 圏 ）   
　 に あ る 政令指定都市 及 び 既成市街 地 、 近郊整備地 帯 な ど に 所 在 す る 市 を い い ま す 。   
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■ 特定市街化区域農地の税額の求 め 方 

ま た 、 新 た に 特定市街化区域農 地 と な り 、 課 税 の適正化措 置 の対 象 と 
な っ た も の に つ い て は 上記 ① に 代 わ っ て 、 次の 式 に よ り 算 出 し ま す 。 

① 固定資産税 額 は 、 次 の と お り 求 め ら れ ま す 。 
課税標準額 　 × 　 税率 　 ＝ 税額  

① 
， 
課税標準額 × 　 税率 　 ＝ 　 税額 　 

② 

③　なお、上記②（ア）の据置特例は平成２４年度及び２５年度に限った 
　経過的措置であり、平成２６年度からはなくなります。 

　 た だ し 、 ２５年 度 の価 格 に １ / ３ を乗じた 額 （ ＝本 来 の課税標準額 ○ ） 
と 比 べ て ２４年度の課税標準 額 が低 い 場 合 に は 、 ２５年 度 の課税標準 額 
は次 の と お り と な り ま す 。   

（ア） ２４年度課税標準 額 が ○ の ９ ０ ％ 以 上の場合 
→ ２４年度課税標準 額 と 同 額 に 据 え 置 き ま す 。 

（ イ ） ２４年度課税標準 額 が の ９ ０ ％ 未満 の場合  
○ 　 × 　 ５ ％ 

た だ し 、 （ イ ） に よ り 計 算 し た 額 が ○ の ９ ０ ％ を上 回 る 場 合 は ○ の 
９ ０ ％ 、 ○ の ２ ０ ％ を下 回 る 場 合 に は ○ の ２ ０ ％ が ２５年 度 の課税 標 
準 額 と な り ま す 。   

表  年 度  初年 度 目 ２ 年 度 目 ３ 年 度 目 ４ 年 度 目 
率  ０ . ２ ０.４ ０.６ ０.８ 

（ 価 格 × １ / ３ × 次 の 表 に 掲 げ る 率 ） 

（ 価 格 × １ / ３ ） 

ｃ 

ｃ 

ｃ 

c 
c c 

c 

○ ｃ 
→　２４年度課税標準額　＋ 
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　 （ た だ し 、 ② に よ り 算 定 し た 額 が ○ × ２ ０ ％ × 税 率 を下 回 る 場 合 に は 、 ○ × ２ ０ ％ × 税 率 と な り ま す 。 ） 

（6 ）  宅 地・ 農地以外の土 地 に 対 す る 課税   

　 山 林 ・ そ の 他 の 地 目 の原則 的 な評価方 法 に つ い て は 、 １ ４ ペ ー ジ の と お り です 。 

山 林 ・ そ の 他 の 地 目 （ 以 下 に あ る 宅地並 み 評 価 の も の を 除 き ま す 。 ） に つ い て 
は 、 次の ① 又 は ② の う ち い ず れ か 低 い 額 に な り ま す 。   

　 た だ し 、 宅 地 、 農地 等 の う ち に 介 在 す る 山林 及 び 市街地近 郊 の山 林で 、 当 該 
山 林 の近 傍 の 宅 地 、 農地 等 と の 評 価 の均衡 上 、 一 般 の山 林 の 評価方 法 に よ っ 
て 評 価 す る こ と が 適 当で な い と 認 め ら れ る も の （こ れ を 「 介 在山 林 」 と い い ま 
す 。 ） に つ い て は 、 当該山 林 の付 近 の 宅 地 、 農地 等 の価 額 に 比 準 し て そ の 価 額 
を求 め ま す 。   

　 こ の介在山 林 の う ち 宅地並 み 評 価 の土地 及 び そ の 他 の 地 目 の う ち 宅地 並 
み 評 価 の 土 地 に つ い て は 、 商業地 等 の宅 地 と 同 様 の税 負 担 の調整措 置 が 適 用 
され ま す 。   

※ 　 商業地 等 の宅 地 に 対 す る 税負 担 の調整措 置 に つ い て は １ ８ ペ ー ジ 以降 を参 照 し て く だ さ い 。   

① 　 ２５年 度 の価格 （ ＝本 来 の課税標準額 ○ ） × 　 税率 　 ＝ 税額  

② 　 （ ２４年度の課税標準額＋ ○ × ５ ％ ） × 　 税率 　 ＝ 税額  D 

D 

D D 
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（1 ）  評価 の し く み   

固定資産評価基 準 に よ っ て 、 再建築価 格 を基礎 に 評 価 し ま す 。   
  
　 ■ 　 新築家屋の評価  

■ 　 新築家屋以外の家屋 （ 在来分家 屋 ） の評価  

2   家 屋 に 対 する 課税  

再建築価格 …………  
  
  
経年減点補正率 ……  

　 評 価 の対 象 と な っ た家 屋 と 同 一 の も の を 、 評 価 
の時 点 に お い て そ の場 所 に 新 築 す る とした場合 
に必要とされる建築費です。  

　 家 屋 の建築 後 の年 数 の 経 過 に よ っ て 生 ず る 損 
耗の 状 況 に よ る 減価 を あ ら わ し た も の です 。   

評価  額   経年減点補正率  再建築価 格   = ×   

評 価  額   経年減点補正率  再建築価 格   = 

=
 

×   

再建築費評点補正率 基準年 度 の 前年度の再建築価格  × 

　在来分家屋については、基準年度（３年ごと）に評価替えが行われます。（次
の基準年度は平成２７年度です。） 

木造家屋……０．９９ 
非木造家屋……０．９６ ［　　　　　　　　］ 

　 

　ただし、上記算式により算出された評価額が前年度の評価額を超える場合に
は、引き上げられることなく、前年度の評価額に据え置かれます。 
 （なお、増改築又は損壊等がある家屋については、これらを考慮して再評価
されます。）  

※　再建築費評点補正率とは、前回の評価替えからの３年間の建築物価の変動を反映した率です。数値
は、平成２４年度の評価替えの際に用いられたものです。 

 

※ 
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　 　 イ 　 床面積要件   ……   ５０m2（一戸建以外の貸家住宅にあっては４０m2）以上 
２８０m2以下   

※ 　 分 譲 マ ン シ ョ ン な ど 区 分 所有 家 屋 の 床面 積 に つ い て は 、 「 専 有部 分 の床面 積 +持 分 で 按 分 し た 共 用 部 
　 分 の床面 積 」 で 判 定 し ま す 。 なお 、 賃 貸 マ ン シ ョ ン な ど に つ い て も 、 独立 的 に 区 画 さ れ た部 分 ご と に 区 分 
　 所有家 屋 に 準 じ た方 法 で 判 定 し ま す 。   

■ 　 減 額 さ れ る 範囲   

　 減 額 の対 象 と な る の は 、 新 築 さ れ た住宅 用 の家 屋 の う ち 住 居 と し て 用 い 
ら れ て い る 部 分 （ 居住部 分 ） だ け で あ り 、 併用住 宅 に お け る 店舗部 分 、 事 務 
所部 分 な ど は 減額対 象 と な り ま せん 。 なお 、 住 居 と し て 用 い ら れ て い る 部 分 
の床面 積 が １ ２ ０ m 2 ま で の も の は そ の 全 部 が 減額対 象 に 、 １ ２ ０ m 2 を 超 え る も 
の は １ ２ ０ m 2 分 に 相 当 す る 部 分 が 減額対 象 に な り ま す 。   

■ 　 減 額 さ れ る 額   

　 上 記 の減額対 象 に 相 当 す る 固定資産税 額 の ２ 分 の １ が 減 額 さ れ ま す 。   

■ 　 減 額 さ れ る 期間  

一般住宅分 ………………… 新築 
（３階建以上の中高層耐火住宅等は５年度分） 

（３階建以上の中高層耐火住宅等は７年度分） 

後 ３ 年度分  

長期優良住宅分※ ………… 新築後５年度分  

※　申告書の市町村への提出が要件 

（2 ）  新築住 宅 に 対 す る 減額措置   

　新築された住宅 

　家屋は、原則として価格（評価額）が課税標準額になりますので、それに 
税率を乗じて税額を求めます。 

に つ い て は 、 新築後一定期 間 、 固定資産税額が減額されま 
　 平 成 ２ ５ 年 度 の 減額措 置 の適用関 係 は 次 の と お り です 。   

■ 　 適用対 象 は 、 次の要 件 を 満 た す 住 宅 で す 。   

　 ア 　 専用住 宅 や併用住 宅 で あ る こ と 。 （ な お 、 併用住 宅 に つ い て は 、 居住 部 
　　 分 の割 合 が ２ 分 の１ 以 上 の も の に 限 ら れ ま す 。 ）   

　　　 ※　専用住宅や併用住宅の内容については１６ぺ一ジを参照してください。 　   

す。 

課税標準額（価格）　×　税率　＝　税額 
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新築住宅の軽減例  

  
① 　 減額措 置 が 受 け ら れ ま す 。   

　　 居住部分割合要件  ：   １ ０ ０  ÷   １ ６ ０   ≧    

　 　 な お 、 店舗部 分 の割 合 が ２ 分 の １ を 超 え る と 、 減額措 置 は 受 け ら れ ま せん。   
　　 床面積要件  ：   ５ ０ m 2   ≦   １ ０ ０ m 2  ≦   ２ ８ ０ m 2   
  
② 　 減 額 さ れ る 額  
　　 １ ２ , ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円   × 　 　 × 　 　 × 　　 =   ５ ２, ５ ０ ０ 円   
  
③ 　 平 成 ２ ５ 年度 分 の固定資産税額  
　　 １ ６ ８, ０ ０ ０ 円 ー ５ ２, ５ ０ ０ 円 = １ １ ５, ５ ０ ０ 円  

  
　 次 の よ う な 併用住 宅 を新 築 し ま し た 。 平 成 ２ ５ 年度 分 の家 屋 に 係 る 
固定資産税 額 は い く ら に な り ま す か 。 

  

  

２   
１   

１ ０ ０   
１.４   

１ ０ ０   
１.４   

１ ６ ０   
１ ０ ０   

２   
１   

Q 
・  構造……木 造 ２ 階建  
・  建築時期…平 成 ２４年７月   
・  床面積 … １ ６ ０ m 2   

  （ 居住部 分 １ ０ ０ m 2 、 店舗部 分 ６ ０ m 2 ）   
・  平 成 ２ ５ 年度価 格 １ ２ , ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円  
  （ １ m 2 当 た り ７ ５, ０ ０ ０ 円 ）   

　 （ １ ２ , ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円   × 　　   ）   
↑  

A 

（ ※ 　 ３ ０ ・ ３ １ ぺ 一 ジを ご 覧 く だ さ い 。 ）   

（税率は１.４％として計算します。）  
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（3）その他の減額措置 

留意事項！ 

　平成２５年度課税分から、次の住宅は、期間の終了により２分の１の減額 
措置の適用がなくなります。 
 
　○　平成２１年１月２日から平成２２年１月１日までに新築された一般の住宅 
　○　平成１９年１月２日から平成２０年１月１日までに新築された３階建以上の 
　　中高層耐火住宅等 

　住宅については、新築住宅の減額以外にも次のような固定資産税の減 
額制度があります。 

※　いずれの減額制度とも、減額となるのは固定資産税のみです（都市計画税の減額はあり 
　ません。）。 
※　土地についての減額はありません。 
※　いずれの減額制度とも、適用を受けられるのは１戸につき１回のみです。 
※　いずれの減額制度とも、他の減額制度との併用はできません。ただし、バリアフリー改 
　修工事の減額と省エネ改修工事の減額は併用して適用を受けることができます。 

各減額制度に関する詳しい内容は、 

市町村の税務担当窓口でおたずね 

ください。 

耐震改修 

バ リ ア  
フ リ ー  
改　　修 

省 エ ネ  
改　　修 
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固定資産税（家屋）が急に高くなったのですが    

（ ※ 　 ３ ０ ・ ３ １ ぺ 一 ジを ご 覧 く だ さ い 。 ）   

　 私 は 、 平 成 ２ １年９ 月 に 住 宅 を新 築 し ま し た が 、 平 成 ２ ５ 年度 分 か ら 税 
額が 急 に 高 く な っ て い ま す 。 な ぜ で し ょ う か 。   

  

A 

Q 
　新築の住宅に対しては、一定の要件にあたるときは、新たに固定
資産税が課税されることとなった年度から３年度分（３階建以上の
中高層耐火住宅等については、一定の要件にあたるときは、新たに

固定資産税が課税されることとなった年度から５年度分）に限り、税額が２分の１
に減額されます。 
　あなたの場合は、平成２２・２３・２４年度分については税額が２分の１に減額され
ており、この減額適用期間が終了したことにより、本来の税額に戻ったためです。 

A 
Q 
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家 屋 が年々老朽 化 し て い く の に 評価 額 が 下 が ら な い の は   

　 

　 私 のマンション は 昭 和 ４ ８ 年 に 建 築 さ れ た も の で す が 、 年 々 老朽化 
し て い く の に 、 評価 額 が 下 が ら な い の は お か し い の で は な い でしょう 
か 。 

  

A 
Q 

　家屋の評価額は、評価の対象となった家屋と同一のものを評価替
えの時点において、その場所に新築するとした場合に必要とされる
建築費すなわち再建築価格に、家屋の建築後の年数の経過によって
通常生ずる損耗の状況による減価等をあらわした経年減点補正率を

乗じて求められます。ただし、その評価額が前年度の評価額を超える場合は、
前年度の評価額に据え置かれます。 
　建築年次の古い家屋の一部については、過去に建築費の上昇が続く中、評価
額が据え置かれていたこともあって、経年減点補正率を加味した評価額であっ
ても、以前から据え置かれている評価額を下回るまでにはいたらず、評価額が
下がらないといったことがあります。 

（※　家屋の評価の仕組みについては３０ぺ一ジをご覧ください。） 
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　 固定資産評価基 準 に よ っ て 、 取得価 額 を基 礎 と し て 、 取得 後 の経過年 数 に 応 
ず る 価 値 の 減少 （ 減 価 ） を考 慮 し て 評 価 し ま す 。   

　会社や個人で工場や商店などを経営している人が、その事業のために用いる 
ことができる機械・器具・備品等をいいます。その内容を例示しますと、 

①　構築物（煙突、鉄塔、岸壁など） 
②　機械及び装置（旋盤、ポンプ、動力配線設備など） 
③　船舶 
④　航空機 
⑤　車両及び運搬具（貨車、客車、トロッコ、大型特殊自動車など） 
⑥　工具、器具、備品（測定工具、切削工具、机、いすロッカーなど） 
 
などの事業用資産です。 

3   償却資 産 に 対 す る 課税  

償却資産の対象となるもの 

償却資産の対象とならないもの 

・土　地　・建　物 
 
①　無形減価償却資産 
②　使用可能期間１年未満の資産 
③　取得価額が１０万円未満の資産で法人税法等の規定により一時に損金算入
されたもの（いわゆる少額償却資産） 
④　取得価額が２０万円未満の資産で法人税法等の規定により３年間で一括して
均等償却するもの（いわゆる一括償却資産） 
⑤　自動車税及び軽自動車税の対象となるもの（③④の場合であっても、個別
の資産ごとの耐用年数により通常の減価償却を行っているものは課税の対象
となります。） 
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　 た だ し 、 （ a ） に よ り 求 め た 額 が 、 （ 取得価額   ×   　 　 ） よ り も 小 さ い 場 合 は 、 

（ 取得価額   ×   　 　 ） に よ り 求 め た額 を価 格 と し ま す 。   

　償却資産は、原則として価格が課税標準額になりますので、それに税率 
を乗じて税額を求めます。 

  

■ 　 前年 中 に 取 得 さ れ た 償却資産  

価格 （ 評価 額 ）   = ×   （ １ ー 　　　 　 ）   取得価額  
２   
減価率  

■ 　 前年 前 に 取 得 さ れ た 償却資産  

価格 

課税標準額（価格）　×　税率　＝　税額 

（ 評価 額 ）   = ×   （ 1 ー 減価 率 ）   前年 度 の 価格  

…… （ a ）   

１ ０ ０   
５   

１ ０ ０   
５   

償却資産の評価・税額の求め方 
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固定資産 税 に お け る 償却資 産 の減価償 却 の方 法 は 、 原 則 と し て 定率 法 です 。   

取得価額 ………  

減 価  率  ………  

　 原 則 と し て 国 税 の 取 扱 い と 同 様 です 。   

　 原 則 と し て 耐用年数 表 （ 財務省 令 ） に 掲 げ ら れ て い る 
耐用年 数 に 応 じ て 減価 率 が 定 め ら れ て い ま す 。   

◎ 　 償却資 産 に 対 する 課 税 に つ い て 、 国税の取扱 い と 比 較 す る と 次 の と お り で す 。   

項 　  　 目    国  税 の  取 扱  い   固 定資産 税 の取 扱 い   

償 却 計  算  の 期 間  事業年度 暦  年 （  賦課  期  日  制  度  ） 

減 価 償  却  の 方 法  

  

一  般  の資  産  は  定率法    

※国 税 の 「 旧定率 法 」 で使 

用 す る 償却 率 と 同 じ 率 を 、 

固定資産評価基準別 表 

第 １ ５ 「 耐 用年 数 に 応 ず 

る 減 価率 表 」 に 規定  

前年 中 の新規取 得 月 割償却  半年償  却 （ １ / ２ ） 

圧 縮 記  帳  の 制 度  制度 有り 

制度  有り 

制度  有り 

制度  無 し 

制度  無 し 
特別償却 、 割増償 却 の 
制 度 （ 租税特別措置 法 ） 

増 加 償  却  の 制  度 
（所得税、法人税） 

制度 有り 

評価 額 の最低限度 取得価 額 の １ ０ ０ 分 の５ 備忘価額 （ １ 円 ） 

改 良 費    原則区 分 、 一部合 算 も 可 区分  評 価  

○建物以外の一般の資産
は、定率法・定額法の
選択制 

○定率法を選択した場合 
・平成２４年４月１日以降に
取得された資産は「定
率法（２００％定率法）」
を適用 
・平成１９年４月１日から平
成２４年３月３１日までに
取得された資産は「定
率法（２５０％定率法）」
を適用 
・平成１９年３月３１日以前
に取得された資産は「旧
定率法」を適用 
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各地にある工場・支店の償却資産の申告は 

現在稼動していない償却資産の申告は 

A 

  

Q 　現在稼働していない償却資産も申告の必要があるのでしょうか？ 
　稼働を休止している、いわゆる遊休資産であっても、その休止期間
中に必要な維持管理や補修が行われており、いつでも稼働して事業の
用に供することができるものについては、償却資産として申告の対象

になります。 

A 

  

Q 　全国規模で展開している会社で、各地に工場、支社があります。どこの市町村に償却資産の申告をすればよいのでしょうか？ 

　償却資産の申告は、当該償却資産が所在する市町村へ行うことにな
っていますので、各工場、各支店が所在する市町村ごとに、別々に申告
していただくことになります。 
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A 

  

Q 　被災住宅用地の所有者等が当該被災住宅用地の代替土地を取得した場合、特例はどうなりますか？ 

　当該被災住宅用地の代替土地を平成３３年３月３１日までの間に取得
した場合、当該代替土地のうち、被災住宅用地相当分について、取得後
３年度分、当該土地を住宅用地とみなし、住宅用地に対する課税標準の

特例が適用されます。＊申告書等詳細については当該市町村におたずね下さい。 

A 

  

Q 　東日本大震災により滅失・損壊した住宅の敷地（被災住宅用地）については、平成２４年度からの特例はどうなりますか？ 

　平成２４年度分から平成３３年度分まで当該敷地を住宅用地とみなし、
住宅用地に対する課税標準の特例が適用されます。＊申告書等詳細につ
いては当該市町村におたずね下さい。 

震災により滅失・損壊 被災住宅用地の特例 

住宅なし 

（滅失・損壊した家屋の敷地） 

住宅が建設されていな 

くても、各年度の賦課 

期日において市町村長 

が認める場合住宅用地 

とみなす。 

震災により滅失・損壊 被災代替住宅用地の特例 

住宅なし 

（被災住宅用地の代替土地） 

平成３３年３月３１日までの 

間に取得した場合、住宅 

の建設がされていなくて 

も、土地取得後３年度分 

住宅用地とみなす。 

4 東日本大震災による被災住宅用地等の特例 

被災住宅用地は 

被災代替住宅用地は 

固定資産税のしおり本文  13.2.27  17:38  ページ40



41　　　　　　 

　 

　 

A 

  

Q 　東日本大震災により滅失・損壊した償却資産（被災償却資産）の所有者等が当該被災償却資産に代わる償却資産（被災代替償却資産）を取得、
又は改良した場合の固定資産税の特例はどうなりますか？ 

　平成２８年３月３１日までの間に、一定の被災地域内において取得又は
改良した場合には、その後４年度分の固定資産税の課税標準については、
価格の２分の１が適用されます。＊申告書等詳細については当該市町村におたずね下さい。 

A 

  

Q 　東日本大震災により滅失・損壊した家屋（被災家屋）の所有者等が当該被災家屋に代わる家屋（被災代替家屋）を取得、又は改築した場合の
固定資産税の特例はどうなりますか？ 

　平成３３年３月３１日までの間に取得し、又は改築した場合には、当該被
災代替家屋に係る税額のうち、当該被災家屋の床面積相当分について、
４年度分２分の１、その後２年度分３分の１が減額されます。＊申告書等詳細

については当該市町村におたずね下さい。 

震災により滅失・損壊 被災代替家屋の特例 

（代替家屋の取得・改築） 

被災家屋の床面積相当 
分を減額 

被災代替家 
屋の税額 

被災家屋の床面積 

代替家屋の床面積 

　 

震災により滅失・損壊 被災代替償却資産の特例 

（代替償却資産の取得・改良） 

一定の被災地域（災害救 

助法が適用された市町村 

の区域）において取得又 

は改良した場合 

× 

被災代替家屋は 

被災代替償却資産は 

A 
Q 

A 
Q 
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固定資産の価格に係る不服審査について  
■ 　 制度の概要   

　 固定資産課税台 帳 に 登 録 さ れ た価 格 に つ い て 不 服 が あ る 納税 者 は 、 各市 町 
村 に 設 置 さ れ て い る 固定資産評価審査委員 会 に審査を申し出ることができる 
こととなっています。この審査の結果、固定資産課税台帳に登録された価格 
が固定資産評価基準に照らして不適当なものであることが認められると、固定 
資産課税台帳に登録された価格が修正され、税額が修正されることとなりま 
す。（ただし、土地の場合は税負担の調整措置を講じているため、価格が修 
正されても税額に影響がない場合もあります。）  

※ 　 土地の税 負 担 の調整措 置 に つ い て は １ ８ ぺ 一 ジ 以 降 を参 照 し て く だ さ い 。   

【固定資産税の評価における審査申出制度等のフローチャート】  

価格等の決定   
（ 市町村 長 ）   

固定資産課税台帳 へ の 登録  
（ 市町村 長 ）   

土地価格等縦覧帳簿  
家屋価格等縦覧帳簿  
の作 成 （ 市町村 長 ）   

土地価格等縦覧帳簿  
家屋価格等縦覧帳簿  
の縦覧  

台帳登録の公示   
（ 市町村 長 ）   

審査の決定   
（ 審査委員 会 ）   

毎年３月３１日までに決定。ただし、災害その他 
特別の事情がある場合においては、４月１日以 
降に決定することができる。 

価格決定後 直 ち に 台 帳 に 登録  

（ ４ 月 以 降 ）   納税通知書の送付  
（ 市町村 長 ）   

固定資産評価審査委員会  
へ の 審査 の申出  
（ ※価格の み ） （ 納税 者 ）   

市町村長 へ の 不服申立  
（ 賦課処 分又は 価格以外 
の台帳登録事項） 
　　　 （ 納税 者 ）   

裁判所 へ の 取消の 訴 え   
（ 納税 者 ）   

　 審査委員 会 の決 定 に 不 服 が あ る と き は 、 そ 
の決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 
に 決 定 の 取 消 の 訴 え を提 起 す る こ と が で き る   

　 台帳登 録 の公 示 の 日 か ら 納税通知 書 の 交 
付 
　ただし、天災その他やむを得ない理由がある 
場合には、その理由がやんだ日の翌日から起算 
して１週間以内に審査の申出ができる。※1

を 受 け た 日 後 ６ ０ 日 ま で の 間。 

　 台帳登録後 直 ち に 固定資産課税台 帳 に 登 録 
す べ き 固定資 産 の価格 等 の す べ て を登 録 し 
た 旨 を公示   

申 出 を 受 け た 日 か ら ３ ０ 日 以 内 に 審査決定  

　 納税通知 書 の交 付 を 受 け た 日 
の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ ０ 日 以内  

※1 　 なお、地方税法第４１７条による修正通知の場合はその通知を受けた日から６０日以内が、審査申出期間となります。 
※2 　 審 査 の決 定 を 行 っ た 固定資産評価審査委員 会で は な く 、 当該審査委員 会 が 所 属 す る 市町 村 が 被 告 と な り ま す 。   

※2 

　毎年４月１日から４月２０日又は当該年度
の最初の納期限の日のいずれか遅い日以
後の日までの間。 
　ただし、災害その他特別の事情がある場
合においては、４月２日以後の日から、当該
日から２０日を経過した日又は当該年度の
最初の納期限のいずれか遅い日以後の日
までの間を縦覧期間とすることができる。 
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各年 度 ご と の価 格 と 審査申出  

※ １ 　 地 目 の 変 換 、 家 屋 の改築 等 に よ っ て 基準年 度 の価 格 に よ る こ と が 適 当 で な い と 市町村 長 が 認 め る 場 合 な ど 。   
※２ 　 土 地 に つ い て 、 第二年 度 、 第三年 度 に 地 価 の 下 落 が あ り 、 価 格 を 据 え 置 く こ と が 適 当 で な い と 市町村 長が 
　　 認 め る 場合。   
　　　 　 に つ い て は 第二年 度 、 第三年 度 での、 　　　 　 に つ い て は 第三年 度 での、 審査申 出 は で き ま せん。   

年度の区分   基準年度  
（ 平 成 ２４ 年 度 ）   

第二年度  
（ 平 成 ２５ 年 度 ）   

第三年度  
（ 平 成 ２ ６ 年 度 ）   土地 及 び   

家屋の区分   

基準年 度 （ 平 成 ２４ 
２４年 
年 度 ） 

の賦課 期 日 （ 平 成 １ 
月 １ 日 ） に 所 在 す る 土 地 
又 は 家屋  

第二年 度 に お い て 新 た 
に 固定資産 税 を課 税 さ 
れ る こ と と な る 土 地 又 
は 家屋  

その土地 又 は 家 屋 に 類 
似 す る 土地 又 は 家 屋 の 
基準年度の価 格 に 比 準 
す る 価格  

土地の修正価 格 （ ※ ２ ）   

その土地 又 は 家 屋 に 類 
似 す る 土地 又 は 家 屋 の 
基準年度の価 格 に 比 準 
する 価格 （ ※ １ ）   

据置価格  

第三年 度 に お い て 新 た 
に 固定資産 税 を課 税 さ 
れ る こ と と な る 土地 又 
は 家屋  

その土地 又 は 家 屋 に 類 
似 す る 土地 又 は 家 屋 の 
基準年度の価 格 に 比 準 
す る 価格  

その土地 又 は 家 屋 に 類 
似 す る 土地 又 は 家 屋 の 
基準年度の価 格 に 比 準 
する 価格 （ ※ １ ）   

その土地 又 は 家 屋 に 類 
似 す る 土地 又 は 家 屋 の 
基準年度の価 格 に 比 準 
する 価格 （ ※ １ ）   

その土地 又 は 家 屋 に 類 
似 す る 土地 又 は 家 屋 の 
基準年度の価 格 に 比 準 
する 価格 （ ※ １ ）   

その土地 又 は 家 屋 に 類 
似 す る 土地 又 は 家 屋 の 
基準年度の価 格 に 比 準 
する 価格 （ ※ １ ）   

土地の修正価 格 （ ※ ２ ）   

土地の修正価 格 （ ※ ２ ）   

土地の修正価 格 （ ※ ２ ）   

据置価格  

据置価格  

据置価格  

据置価格  

土地の修正価 格 （ ※ ２ ）   

その土地 又 は 家 屋の 基 
準年度の価格   
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固定資産の価 格 に 疑 問 が あ る 場合 は   

　 固定資産 税 の内 容 に つ い て 、 お 知 り に な り た い 場 合 に は 、 お 気 軽 に 
市町 村 の税務担 当 の窓 口 に お た ず ね く だ さ い 。   
　 ま た 、 固定資産課税台 帳 に 登 録 さ れ て い る 価 格 に つ い て 不 服 が あ 

る 場 合 に は 、 納税通知 書 の交 付 を 受 け た日 後 ６ ０ 日 ま で 、 固定資産評価審査委 員 
会に 対 し て 、 審 査 の申 出 を す る こ と がで き ま す 。   
　 な お、 固定資産評価審査委員 会 に 対 す る 審査申出制 度 に つ い て は 、 ４ ２～ ４ ３ ぺ 
一 ジを ご 覧 く だ さ い 。   

A 

　 私 は 、 固定資産課税台 帳 を縦 覧 し ま し た が 自 分 の 土 地 、 家 屋 の価 格 
に 疑 問 が あ り ま す 。 ど う す れ ば よ い で し ょ う か 。   

  

Q 

税額について 
疑問が… 

A 

Q 
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納税通知書の内 容 に 疑 問 が あ る 場合 は   
  

　 納税通知 書 の内 容 に 質 問 が あ る 場 合 に は 、 市町 村 の税務担 当 の 窓 
口 に お た ず ね く だ さ い 。   
　 な お 、 納税通知 書 の内 容 に つ い て 不 服 が あ る 場 合 は 、 そ の 賦課決 定 

が あ っ た こ と を 知 っ た 日 （ 通 常 、 納税通知 書 の交 付 を 受 け た 日 ） の 翌 日 か ら 起 算 
し て ６ ０ 日 以 内 に 、 市町村 長 に 対 し て 不 服 の申 立 て を す る こ と が で き ま す 。   
　 た だ し 、 固定資 産 の価 格 に つ い て 不 服 が あ る 場 合 は 、 市町村 長 に 対 す る 不 服 
の申 立 て で は な く 、 固定資産評価審査委員 会 に 対 す る 審 査 の 申 出 （ 納税通知 書 
の交 付 を 受 け た日 後 ６ ０ 日 ま で ） と な り ま す の で 注 意 し て く だ さ い 。   

（ ※ 　 納税通知 書 の内 容 に つ い て は ９ ぺ 一 ジ を参 照 し て く だ さ い 。 ）   

A 

　 納税通知 書 を 受 け 取 り ま し た が 、 そ の 内 容 に つ い て 疑 問 が あ り ま す 。 
ど う す れ ば よ い で し ょ う か 。   

  

Q 

はい、お伺いします   
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試しに計算してみると  
◇ 　 平 成 ２４ 年度以降の固定資産税の具体 的 な税負担 は 例 え ば 次 の よう に な り ま す 。 
　 税 率 は 、固定資産 税  １．４ % (  標準税 率  )  と し ま す 。課税標準 額 の端数処 理  ( 千円未 満 

切 り 捨 て  )  に つ い て は 、以 下 の ぺ 一 ジ で は 、計 算 の便宜上、土 地 ･  家 屋 ご と に 行 っ て い 

ま す が 、実 際 に は 各納税 者 ご と の す べ ての固定資 産  (  土 地 ･  家 屋 ･  償却資 産  )  を合 算 

し た 後 の 額 に よ っ て 行 わ れ ま す 。   

　 な お 、 ど の 段 階 で 端数処 理 を 行 う か に つ い て は５２ ぺ 一 ジ か ら の 「 税額計算表 」 を 

参 考 に し て 下 さ い 。   

(土地の税負担が平成２４年度なだらかに上昇、２５年度は据え置き２６年度は本則課 
税となる例） 

1 　 住宅用地の場合  

○ 　 土地(家 屋 の敷地 : １ ２ ０ m ２ )  
土 地 の す べ て が 小規模住宅用 地 の課税標 準 の特例 （ １ / ６ ） 措置  
の適 用 を 受 け ま す 。 
平 成 ２３ 

２３ 

２４ 

２４ 

２５ 
２６ 

年 度 の 課税標準額 ……………………   
平 成 年 度 の 価格…･…………･ …… ……  
平 成 年 度 の 価格……………… …… ……  
平 成 年 度 の 価格……………… …… ……  

○ 家屋(平 成 ８ 年建 築、 木 造 ２ 階 建 （ 専用住 宅 ） 、 床面 積 １ ０ ０ m ２ ) 
平 成 年 度 の 価格 ……………………………   
平 成 年 度 の 価格 ……………………………   

  

4,500,000円  
33,000,000円  
31,000,000円  
28,000,000円  

4,398,000円  
3,751,000円  

124,572円   119,364円   119,364円   117,838円  

124,500円   119,300円   119,300円   117,800円  

計  

端数処理 （ １ ０ ０ 円未満 切り 捨 て ）   

区 　 分   平成23年度  

土 　 地 　 分  63,000円  
66,850円   66,850円   65,324円  

（なだらかに上昇）   （据え置き）   （本則課税）  

61,572円   52,514円   52,514円   52,514円  家 　 屋 　 分  

平成24年度   平成25年度   平成26年度  

○ 　 平成23年度から平成26年度までの税額  
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　 ① 　 土地分  

○ 　 実際の税額は次のように計算されます。  

･ 　 平成26年度分： 

･ 　 平 成 23年度 分 ： 　 4,500,000円   × 1.4 %  = 63,000円  
･ 　 平成24年度分：  

（ 2 ） 23年 度 の課税標準 額 を 、 本 来 の課税標準 額 と 比 較 し ま す 。 
4,500,000円  /  5,500,000円  ≒  81.8％  

（ 4 ） 24年 度 の固定資産税 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
4,775,000円   ×  1.4％ ＝  66,850円  

（ 3 ） （ 2 ） の割 合 が 90％に達していないので、23年度の課税標準額 
に 本 来 の 課税標準 額 の5％ 分 を 加 え ま す 。 　　　　　　　 
4,500,000円   ＋ （ 5,500,000円   ×  5 ％ ） ＝4,775,000円 　　　 
24年度の課税標準額   

･ 　 平成25年度分：  

〔 　　　　　   　　　  〕   

小規模住宅用地  
100％  

当該年度価 格 × 住宅用地特例率 （ 1/ 6 ）   

前年度課税標準額  
× 100 （％ ）   

90％  

20％  

0％  

据え置き  

〔A 〕 が 本 来 の 課税標準 額 の  
90 ％ を上 回 る 場 合 は 90％  

〔  　　　　　   　　　  〕   〔A 〕 が 本 来 の 課税標準 額 の  
20 ％ を下 回 る 場 合 は 20％  

前年度課税標準額  ＋   
本 来 の課税標準額  ×  5％   
＝ 〔A 〕   

↑  

↑  

･ 平 成  23 年 度  分 ： 　 4,398,000円   × 1.4 %  = 61,572円  
･ 平成24～26年度 分 ： 　 3,751,000円   × 1.4 %  = 52,514円  

② 　 家屋分  

（ 1 ） 25年 度 の本 来 の 課税標準額 （ 価格   × 1/ 6 ） を算 出 し ま す 　　　 
31,000,000円  ×  1/6  ＝  5,166,666円  

（ 1 ） 24年 度 の本 来 の 課税標準額 （ 価格   × 1/ 6 ） を算 出 し ま す 　　　 
33,000,000円  ×  1/6  ＝  5,500,000円  

（ 2 ） 24年 度 の課税標準 額 を 、 本 来 の課税標準 額 と 比 較 し ま す 。 
4,775,000円  /  5,166,666円  ≒  92.4％  

（ 4 ） 25年 度 の固定資産税 
4,775,000円   ×  1.4％ ＝  66,850円  

（3）（2）の割合が90％を上回るので、24年度の課税標準額が据え 
　　  置かれて25年度の課税標準額となります。 

（ 1 ） 26年 度 の本 来 の 課税標準額 （ 価格   × 1/ 6 ） を算 出 し ま す 　　　 
28,000,000円  ×  1/6  ＝  4,666,666円  

（ 2 ） 25年 度 の課税標準 額 を 、 本 来 の課税標準 額 と 比 較 し ま す 。 
4,775,000円  /  4,666,666円  ≒  102.3％  

（ 4 ） 26年 度 の固定資産税 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
4,666,000円   ×  1.4％ ＝  65,324円  

（3）（2）の割合が100％以上となるので、26年度の本来の課税標準額が26年度の課題標準額となります。 

※ 課税標準 額 の端数処 理 は 、 実 際 に は す べ ての固定資 産 を合 算 し た 後 の 額 に よ っ て 行 わ れ ま す 。 

4,666,666円 → 4,666,000円 ※ （ 千円未満 切 り 捨 て ） 
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　 ① 　 土地分  
    　   ･ 　 平 成 23年度 分 ： 　 95,922,000円   × 1.4 %  = 1,342,908円   

　  ･ 　 平成24年度分： 

　 (土 地 の税負 担 が 平成24年度 据 え 置 き →平成25・26年度 引 き 下 げ と な る 例) 

　 ○ 　 土地 （ 家 屋 の 敷地 : １ ６ ０ m 2 ）   
　　　 平 成 ２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２３ 

２４ 

年 度 の 課税標準額…………… 　   

　　　 平 成 年 度 の 価格…･…………･……  

　　　 平 成 年 度 の 価格……………………  

　　　 平 成 年 度 の 価格……………………  

　 ○ 　 家屋 (平 成 ８ 年建 築 、 鉄骨 造 ２ 階 建 （ 店 舗 ） 、 床面 積 ２ ６ ０ m 2 )   
　　　 平 成 年 度 の 価格…………………… 　   

　　　 平 成 年 度 の 価格…………………… 　   

1,639,764円   1,603,770円   1,481,396円  

1,639,700円   1,603,700円   1,545,600円  

1,545,642円  

1,481,300円  

計  

端数処理 （ １ ０ ０ 円未満 切り 捨 て ）   

区 　 分   平成23年度  

土 　 地 　 分  1,342,908円  1,342,908円   1,284,780円   1,220,534円  
（ 据 え 置 き ）   （ 引 き 下 げ）   （ 引 き 下 げ）   

296,856円   260,862円   260,862円   260,862円  家 　 屋 　 分  

平成24年度   平成25年度   平成26年度  

○ 　 平成23年度 か ら 平成26年 度 ま で の税額  
  

95,922,000円  

138,000,000円  

131,100,000円  

124,545,000円  

  

21,204,000円  

18,633,000円  

○ 　 実際の税額 は 次 の よう に 計 算 さ れ ま す 。   

2 　 商業地等の宅地の場合  

（ 2 ） 23年 度 の課税標準 額 を 、 価 格 と 比 較 し ま す 。 　　　 
95,922,000円  /  138,000,000円  ≒  69.5％  

（ 4 ） 24年 度 の固定資産税 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
95,922,000   ×  1.4％ ＝  1,342,908円  

（ 3 ） （ 2 ） の割 合 が 60％以上70％以 下 と な る の で 、 24年 度 の課税標準 額 は 、 23年 度 と 同 額 に 
な り ま す 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
95,922,000円  

（ 1 ） 24年 度 の価 格 は 、 　 138,000,000円   
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商業地等の宅地  
100％  

当該年度価格  

前年度課税標準額  
× 100 （％ ）   

70％  

60％  

20％  

0％  

※ 　 課税標準 額 の端数処 理 は 、 実 際 に は す べ ての固定資 産 を合 算 し た 後 の 額 に よ っ て 行 わ れ ま す 。 

② 　 家屋分  
･ 平 成  23 年 度  分  ： 　 21,204,000円    ×  1.4% =  296,856円   

 ･ 平成24～26年度 分 ： 　 18,633,000円    ×  1.4% = 260,862円  

･ 平成25年度分 ： 
  

･ 　 平成26年度分 ： 
  

〔 　　　　　   　　　  〕 

据え置き  

〔A 〕 が 価格  ×  60 ％ を上回  
る 場 合 は 60％  

〔 　　　　　   　　　  〕 〔A 〕 が 価格  ×  20 ％ を下回  
る 場 合 は 20％  

前年度課税標準額   ＋   
価格  ×  5％ ＝ 〔A 〕   

↑  

↑  

（ 1 ） 25年 度 の価 格 は 、 　　　　　　　　　　　　　　 
131,100,000円  

（ 2 ） 24年 度 の課税標準 額 を 、 価 格 と 比 較 し ま す 。 　　　 
95,922,000円  /  131,100,000円  ≒  73.1％  

（ 4 ） 25年 度 の固定資産税 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
91,770,000円   ×  1.4％ ＝  1,284,780円  

（ 3 ） （ 2 ） の割 合 が 70 ％ を上 回 っ て い る の で 、 25年 度 の課税標準 額 は 、 
価 格 の70 ％ と し ま す 。   
131,100,000円   ×  70％ ＝91,770,000円  

（ 1 ） 26年 度 の価 格 は 、 
124,545,000円  

（ 2 ） 25年 度 の課税標準 額 を 、 価 格 と 比 較 し ま す 。 
91,770,000円  /  124,545,000円  ≒  73.6％  

（ 4 ） 26年 度 の固定資産税 
87,181,000円   ×  1.4％ ＝  1,220,534円  

（ 3 ） （ 2 ） の割 合 が 70 ％ を上 回 っ て い る の で 、 26年 度 の課税標準 額 は 、 
価 格 の70 ％ と し ま す 。 
124,545,000円   ×  70％ ＝87,181,500円  
→ 87,181,000円 ※ （ 千円未満 切 り 捨 て ） 

価 格 × ７ ０ ％ に   
引き 下 げ   
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分譲 マ ン シ ョ ン に係 る 固定資産税の課税 の し く み  

〔 敷 地 〕   
・ 　 地積   ２ , ０ ０ ０ m 2   

・ 　 平 成 ２４ 

２５ 

２５ 

２５ 

年 度 の 課税標準額 　 ３ ６, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円  

・ 　 平 成 年度価格 　 ３ ０ ０, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円  

・ 　 平 成 年 度 の 本 来 の課税標準額  
　    ３ ０ ０, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円    ×     １ / ６   ＝   ５ ０, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円  
  

・ 　 平 成 年度 負 担水準  

　    　　　　　　     ＝   ０ . ７ ２   
  

・ 　 平 成 ２ ５ 年 度 の 課税標準額  
  
  
　     ３ ６, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円    ＋   （   ５ ０, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円   ×  ５ ％   ） ＝   ３ ８, ５ ０ ０, ０ ０ ０ 円  

◎敷 地 に 係 る A の持 分 の 割 合 １ / ２ ０   

　 A は 次 の よ う な 分 譲 マ ン シ ョ ン （ 敷 地 の 所有権 付 ） の一区 画 を住 居 
と し て 所 有 し て い ま す が 、 こ の 場 合 、 A が 納 付 す べ き 平 成 ２ ５ 年度 分 の 
固定資産 税 は ど の よ う に な り ま す か 。 

  

Q 
〔 家 屋 〕   
・ 　 構造…耐火構造5階建 （ 建築時期:平 成 ２ ０年 １ ０ 月 、 専有部 分 の 数 ： ２ ０ 戸 ）   

・ 　 用途… 全 て 居住用  

・ 　 床面積 … １ , ５ ０ ０ m 2 〔 専有部分 … １ ２ ０ ０ m 2 、 共用部分 … ３ ０ ０ m 2 〕   

・ 　 平 成 ２ ５ 年度価格 　 １ ５ ０, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円  

・ 　 A が 所 有 す る 一区 画 の専有部 分 の床面積 ： ６ ０ m 2 

上 で 求 め た割 合 が ９ ０ ％未 満 と な っ て い ま す の で 、 平 成 ２ ５ 年 度 の 課税標準 額 は   
平 成 ２４ 年 度 の 課税標準 額 に 本 来 の 課税標準 額 の ５ ％ 分 を 加 え た 額 と な り ま す 。   

↑  
小規模住宅用 地 の特例率  

５ ０, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円  
３ ６, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円  
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2 　 敷 地 に 係 る 固定資産税額  
  
       ３ ８, ５ ０ ０, ０ ０ ０ 円   × 　　　 × 　     =   ２ ６, ９ ５ ０ 円   … …………………………… …    イ 

　 分 譲 マ ン シ ョ ン 等 の 区分所有家 屋 の敷 地 の 用 に 供 さ れ て い る 土 地 
（ 共用土 地 と い い ま す 。 ） で 、 各区分所有 者 （ 分 譲 マ ン シ ョ ン 等 の 購 入 
者 ） に 共 有 さ れ て い る 土 地 に 係 る 固定資産 税 は 、 各区分所有 者 が 連 帯 

し て 納税義 務 を 負 う こ と と さ れ て い ま す が 、 一 定 の要 件 を み た し て い る 共用 土 
地 に つ い て は 、 昭 和 ５ ９ 年度分以 後 の固定資産 税 か ら 、 こ の 連帯納税義 務 が 課 さ 
れな い こ と と な っ て い ま す 。 こ の 場 合 、 原 則 と し て 、 各区分所有 者 は 、 敷地全 体 に 
係 る 固定資産税 額 を敷 地 に 対 す る 持 分 の割 合 に 応 じ て 按 分 し た 額 を納 付 す る こ 
と に な り ま す 。 （税率は１.４%として計算します。） 

〔 A の固定資産税 額 〕   
1 　 家 屋 に 係 る 固定資産税額  
　 ○  新築住 宅 の減額措 置 が 受 け ら れ ま す 。 （ ※ 　 ３ ０ ・ ３ １ ぺ 一 ジを ご 覧 く だ さ い 。 ）   
  
     専用住宅  
      　 床面積要件 ： ５ ０ m 2   ≦ 　　　　　　　　　　　　　    ≦   ２ ８ ０ m 2   

〈 減 額 さ れ る 額 〉   
  １ ５ ０, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円   × 　　   × 　　　 　 × 　　 =   ５ ２, ５ ０ ０ 円  

A 

↓   
７ ５ m 2 

６ ０ m 2  +   ３ ０ ０ m 2    ×   （ 　　　　　　　　　　　　 　 ）   １ ２ ０ ０ m 2 
６ ０ m 2 

１ ２ ０ ０ m 2 
６ ０ m 2 

１ ０ ０   
１.４   

２   
１   

２ ０   
１   

１ ０ ０   
１.４   

〈 A の家 屋 に 係 る 固定資産税 額 〉   
（ １ ５ ０, ０ ０ ０, ０ ０ ０ 円   × 　　     × 　 　　　 ） ー   ５ ２, ５ ０ ０ 円  =   ５ ２, ５ ０ ０ 円 …………… ア   

3 　 A が 納 付 す べ き 平 成 ２ ５ 年度 分 の固定資産税額  
ア  +  イ   =   ７ ９ , ４ ５ ０ 円 　 → 　 ７ ９ , ４ ０ ０ 円 （ 百円未満 切 り 捨 て ）   

１ ２ ０ ０ m 2 
６ ０ m 2 

１ ０ ０   
１.４   

（ 専有部 分 ） 

（ 敷地全 体 の固定資産税 額 ） （ A の 持分割 合 ）   （ A の 固定資産税 額 ）   

  

  

（共用部分の持分） 

（詳しくは、市町村の税務担当の窓口でおたずねください。） 

Q 
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平  成 ２ ５ 年度の宅地の税額計算表    

商業地等 （ 住宅用地以外の宅 地 ）   

1 　 価格等  

2 　 平 成 ２ ５ 年度課税標準額の計算 （ 千円未 満 は 切 り 捨 て ）   

3 　 平 成 ２ ５ 年 度の固定資産税 額 （ １ ０ ０ 円未 満 は 切 り 捨 て ）   
　　 ア ～ オ の い ず れ か の 額 （ 　　　　 , ０ ０ ０ 円 ） × 税率 　 （ 　　　 ％ ） 　 = 　　　　　　　　　　 円  

  
（注 ） １ 　 税 率 は 各市町 村 の条 例 で 定 め ら れ て い る 税 率 に よ り ま す 。   
　　   ２ 　 課税標準 額 の算 出 は 各土 地 ご と に 行 い ま す が 、 課税標準額 及 び税 額 の 端数処 理 に   
           つ い て は 、 実 際 に は す べ ての固定資 産 （ 土 地 ・ 家 屋 ・ 償却資 産 ） を合 算 し た 後 の 額 に   
　　 　 よ っ て 行 わ れ ま す 。   

下の空欄に数字を記 入 
して計算すると税額 が 
求められます  

平 成 ２４ 年度課税標準額   円 　 ①  

③  

③ が ７ ０ ％ を 超 え る 場合   

ウ の 額 が ② の ６ ０ ％ を上 回 る 場合   

③  が ６ ０ ％  未 満の場合    

②の 額 （ 　　　　　 円 ） × ７ ０ ％ = （ 　　　 , ０ ０ ０ 円 ）   

②の 額 （ 　　　　　 円 ） × ６ ０ ％ = （ 　　　 , ０ ０ ０ 円 ）   

ウ の 額 が ② の ２ ０ ％ を下 回 る 場合   ②の 額 （ 　　　　　 円 ） × ２ ０ ％ = （ 　　　 , ０ ０ ０ 円 ）   

③ が ６ ０ ％ 以 上 ７ ０ ％ 以 下 の場合   ①の 額 （ 　　　 , ０ ０ ０ 円 ） 　　　　　　　　　　　   

①の 額 （ 　　　　　 円 ） +②の 額 （ 　　　　　 円 ）   

× ５ ％  = （ 　　　　 , ０ ０ ０ 円 ）   

ア 

イ   

ウ   

エ   

オ   

円 　 ②  平  成 ２ ５ 年 度 価 格    

負 担 水 準    
①の額（ 　　　　　　　　 円）  

× １ ０ ０ ％ = （ 　　　 ％ ）   
②の額（ 　　　　　　　　 円）  

52
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小規模住宅用地 （ 住宅用地 の う ち ２ ０ ０ ｍ ２ 以下の部 分 ）   

1 　 価格等  

2 　 平 成 ２ ５　　　　　　 年度課税標準額の計算 （ 千円未 満 は 切 り 捨 て ）   

3 　 平 成 ２ ５ 年 度の固定資産税 額 （ １ ０ ０ 円未 満 は 切 り 捨 て ）   
　　 ア ～ オ の い ず れ か の 額 （ 　　　　 , ０ ０ ０ 円 ） × 税率 　 （ 　　　 ％ ） 　 = 　　　　　　　　　　 円  

  
（注 ） １ 　 税 率 は 各市町 村 の条 例 で 定 め ら れ て い る 税 率 に よ り ま す 。   
　　   ２ 　 課税標準 額 の算 出 は 各土 地 ご と に 行 い ま す が 、 課税標準額 及 び税 額 の 端数処 理 に   
           つ い て は 、 実 際 に は す べ ての固定資 産 （ 土 地 ・ 家 屋 ・ 償却資 産 ） を合 算 し た 後 の 額 に   
　　 　 よ っ て 行 わ れ ま す 。 　   

平  成 ２４ 年度課税標準額    円 　 ①  

③  

③  が １ ０ ０ ％ 以上の場合   

③  が ９ ０ ％  未  満  の  場 合    

②の 額 （ 　　 　  　  円 ） × １ / ６ = （ 　 　  　 , ０ ０ ０ 円 ）   

ウ の 額 が ② × １/ ６ × ９ ０ ％ を 
上 回 る 場合  

②の 額 （ 　　 　  　 円） × １/ ６ × ９ ０ ％ = （ 　 　  　 , ０ ０ ０ 円）   

ウ の 額 が ② × １/ ６ × ２ ０ ％ を 
下 回 る 場合  

②の 額 （ 　　 　  　 円） × １/ ６ × ２ ０ ％ = （ 　 　  　 , ０ ０ ０ 円）   

③ が ９ ０ ％ 以 上 １ ０ ０ ％ 未 満 の場合   ①の 額 （ 　　　    , ０ ０ ０ 円 ） 　　　　　　　　   

①の 額 （ 　    　   　　    円 ） +②の 額 （ 　    　   　　 円 ）   

× １/ ６ × ５ ％  = （ 　　　　 , ０ ０ ０ 円 ）   

ア   

イ   

ウ   

エ   

オ   

円 　 ②  平  成 ２ ５ 年 度 価 格    

負 担 水 準    
①の額（ 　　　　　　　　 円）  

× １ ０ ０ ％ = （ 　　　 ％ ）   
②の額（ 　 　  　 　　 円） × １/６   
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固定資産税についての情報開示について  
　 納税 者 の 皆 さ ん が こ れ ま で 以 上 に 固定資産 税 を信 頼 し て い た だ く こ と を 目 的 と し て 、 縦 
覧制 度をはじめ固定資産税についての情報開示の制度があります。 

  

■　路線価等の公開（１５ぺ一ジ以降をご覧ください。）  
　　路線価及び標準宅地の所在が公開されています。  
 
■　縦覧制度 （６ページをご覧ください。） 
　　土地価格等縦覧帳簿（所在、地番、地目、地積、価格が記載されます。）、家屋価格等縦覧
帳簿（所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格が記載されます。）により、土地又は家屋の
納税者の方が当該市町村内の全ての土地又は家屋の価格を縦覧できるようになっていま
す。 
　　また、その期間も、毎年４月１日から４月２０日又は当該年度の最初の納期限の日のいずれ
か遅い日以後の日までの間となっています。  
 
■　課税明細書の送付制度 
　　次の事項を記載した課税明細書の送付が法定化されております。 
　　①土地　所在、地番、地目、地積、価格、課税標準額 
　　②家屋　所在、家屋番号、種類、床面積、価格、課税標準額 
 
■　固定資産課税台帳の閲覧制度 
　　全ての市町村で、納税義務者の方やその他の方（借地･借家人など）の求めに応じて、
関係する固定資産についての固定資産課税台帳の閲覧ができるようになっています。  

 
■　固定資産課税台帳記載事項の証明制度 
　　全ての市町村で、納税義務者の方やその他の方（借地･借家人など）の求めに応じて、
関係する固定資産についての固定資産課税台帳の記載事項の証明書の発行を受けるこ
とができるようになっています。 
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① 　 住宅用 地 に 係 る 課税標 準 の特例措 置 が 講 じ ら れ て い ま す 。   
　 ・ 　 小規模住宅用地 （ ２ ０ ０ m 2 以 下 の住宅用 地 ） 価 格 の   
　 ・ 　 一般 住宅用地 （ 小規模住宅用地以 外 の住宅用 地 ） 価 格 の   
② 　 固定資産 税 と 同 様 の 負 担水 準 に 応 じ てな だ ら か な税 負 担 の調整 措 
　 置 を 講 じ て い ま す 。   

　 都市計画 税 は 、 都市計画事業 又 は 土地区画整理事 業 に 要 す る 費 用 に あ て る た め に 、 目 
的 税 と し て 課 税 さ れ る も の です 。   

■ 　 都市計画事 業 と は   
　 「 都市計画施 設 」 の整 備 に 関 す る 事業 及 び 市街地開発事 業 を い い ま す 。   
  　 都市計画施 設 と は 、 次に 掲 げ る 施 設です 。   

■ 　 免税点   
　 固定資産 税 に つ い て 免税点未 満 の も の は 、 都市計画 税 は か か り ま せん。   

■ 　 納税の方 法   
　 固定資産 税 と あ わ せ て 納 め て い た だ く こ と に な っ て い ま す 。   

■ 　 課税の対 象 と な る 資 産   
　 都市計画 法 に よ る 都市計画区 域 の う ち 、 原 則 と し て 市街化区域 内 に 所 在 す る 土地  
及び 家屋 です 。   

■ 　 納税義務者   
　 当該土地 又 は 家 屋 の 所有 者 です 。   

■ 　 税額の計算方法   
　 課税標準 額 × 税 率 （ 税 率 は ０ . ３ ％ を上 限 と し て 、 市町 村 の条 例 で 定 め る こ と と さ れ て 
い ま す 。 ）   

■ 　 課税標準額  

（ 参 考 ） 都市計画税 の あ ら ま し   

３   
１   

３   
２   

１ 　 交通施設 （ 道 路 、 都市高速鉄 道 、 駐車 場 、 自 動 車 タ ー ミ ナ ル 等 ）   
２ 　 公共空地 （ 公 園 、 緑 地 、 広 場 、 墓園 等 ）   
３ 　 上下水 道 、 電気 ･ ガ ス 供給施 設 、 汚物処理 場 、 ご み 焼却場  
　    そ の 他 の 供給施設 又 は 処理施設等  

固定資産 税 の課税標 準 と な る べ き 価 格 です 。   

土 　  地    

家  　  屋    
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（ 参 考 ） 土 地 や建 物 な ど に か か る 税 金 に は 、 次 の よ う な も の が あ り ま す   

不動産取得税 （ 土地 又 は 家 屋 を取 得 し た場 合 ）   

相続税 （ 土 地 や 建 物 な ど を相 続 し た場 合 ）   

贈与税 （ 土 地 や 建 物 な ど の 贈 与 を 受 け た場 合 ）   

登録免許税 （ 土 地 や 建 物 を登 記 す る 時 ）   

印紙 税 （ 土 地 や 建 物 の 売 買契約 書 、 請負契約 書 を作 成 

し た 時 ）   

取 得 し た 時  

固定資産税 （ 土地･家屋 及 び 償却資 産 ）   

都市計画税 （ 土地 及 び 家 屋 ）   

事業所 税 （ １ , ０ ０ ０ m 2 を 超 え る 事業所床面 積 を使 用 （ 借 
り て い る 時 を 含 む。 ） し て 事 業 を 行 っ て い る 場合……  
都 の 特別 区 、 政令指定都市 及 び 人 口 ３ ０ 万人以 上 の 市 
等 に お い て 課 税 ）   

持 っ て い る 時  

不動産所 得 に 　    所得 税 ・  　　   住民税  

権利 金  (  譲渡所 得 ･  不動産所 得  )  に 　   所得 税 ・ 　　   住 

民税  

貸 し た 時  

譲渡所 得 に 　   所得 税 ･  　　    住民税  

売買契約 書 に  　  印紙税  
売 っ た 時  

  ………   

  ………   

  ………   

国  　 　  税    

道 府 県 税    

市 町 村 税    

国  

国  

国  

国  

国  

国  

国  

県  

県  

県  

市  

市  

市  

市  

市  

県  市  

国  

国  

県  市  
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